
「平成２１年度の地方財政措置について」参考資料

〔改善を要する事例（主なもの）〕

１．国の関与の廃止、縮減

２．国庫補助負担金の交付決定及び資金交付の適正化

３．国庫補助負担金等の超過負担の解消

４．地方消費者行政に係る財政措置等

５．認定こども園制度の一本化

６．大規模ダム・国営土地改良事業の事業費管理の徹底

７ 道路特定財源の見直し７．道路特定財源の見直し

８．海岸の漂着ゴミ処理に係る補助制度の改善

平成２０年７月平成２０年７月

総 務 省



地方の自主性 裁量性を高める観点から 国による規制の廃止等を要請

国の関与の廃止、縮減

○保育所に係る施設の最低基準の廃止 → 共働き世帯のための駅前保育所を設置

地方の自主性・裁量性を高める観点から、国による規制の廃止等を要請。

国
調理室、屋外遊戯場の設置の

国 基準を廃止

○保育所に係る施設の最低基準の廃止 → 共働き世帯のための駅前保育所を設置

廃止

国
一律義務付け

市町村 画一的な保育サービス

国 基準を廃止

市町村
駅前保育所で

多様な保育サービス多様な保育サ ビス

○農業委員会の必置規制の廃止 → 委員会の設置を選択できるようになり、組織のスリム化
を図ることが可能

国 農業委員会の設置を義務付け

市町村
一定の農地面積を超える

市町村は 律に必置

国 義務付けを廃止

市町村
組織のスリム化を

図ることが可能

廃止

市町村は一律に必置 図ることが可能
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国庫補助負担金の交付決定及び資金交付の適正化

国庫補助負担金 交付決定や資金交付 遅延を改め 年度早期 実施を要請国庫補助負担金の交付決定や資金交付の遅延を改め､年度早期の実施を要請｡

○ 厚生労働省所管国庫補助負担金の事例

事業名 交付決定時期 資金交付時期

在宅福祉事業費補助金

地方公共団体に地方公共団体に
発生している問題発生している問題

①立替払による多大な負担在宅福祉事業費補助金

事業実施
年度の3月

次年度の4月
地域生活支援事業費補
助金

①立替払による多大な負担

②事業着手の遅延
年度の3月
（年度末）身体障害者保護費負担

金

母子保健衛生費負担金 事業実施年度
の3月(年度末)

③変更申請等が事実上困難

○ 文部科学省所管国庫補助負担金の事例

の3月(年度末)

事業名 交付決定時期 資金交付時期

理科教育振興費国庫補
助金

事業実施年度
の9月

(上半期末)

事業実施年度
の3月(年度末)

交付決定及び資金交付交付決定及び資金交付
の早期化が必要の早期化が必要

２

(上半期末)



省
庁
名

補助金名
［H19当初予算額］

概　　　　　　要

公立学校施設整備費負担金
　　［344億円］
安全・安心な学校づくり交付金
　　［796億円］

　公立学校の新造改築、耐震改修等の経費に対して負
担又は補助するもの

　事業主体：市町村等
　補 助 率：(新増築)国1／2、市町村1／2
　　　　　　(改築・改修）国1／3、市町村2／3

　補助単価が実施単価に満たないため、不
足分を市町村が負担せざるを得ない状況

【単価差(文科省調査)】
  (新増改築)
　・実施単価208,887円
　・補助単価146,000円

超過負担等の状況

文
部
科

国庫補助負担金等の超過負担の解消

国庫補助負担金等に係る地方公共団体の超過負担について、実態の把握を行い、これに基づく

具体的な措置を講じ、その完全解消に格段の努力を払うよう要請。

幼稚園就園奨励費補助金
　［185億円］

　幼稚園児童の保護者の経済的負担の軽減、公立私立
間の格差是正のため、入園料・保育料の減免額に対し
て補助するもの（対象児童:96万人)

　事業主体：市町村
　補 助 率：国1／3、市町村2／3

　国の予算が不足しているため、不足分を
市町村等が負担せざるを得ない状況
　特に最近は不足額が増加傾向にあり、市
町村等の超過負担が増大している

【超過負担額】(推計)
 ［H19］約50億円
　＜充足率＞約78％

特定疾患治療研究費補助金
　［246億円］

　特定疾患(パーキンソン病等)患者に対して医療費の自己
負担分を補助するもの(受給者証被交付者：59万人)

　事業主体：都道府県
　補 助 率：国1／2(スモン10／10）、都道府県1／2

　対象者の増加等に伴う医療費の増に対し
て、国の予算額が不足しており、不足分を
都道府県が負担せざるを得ない状況
　特に最近は不足額が大幅に増加し、都道
府県の超過負担が増大している

【超過負担額】
 ［H19］ 197億円
　＜充足率＞55.5％

老人医療給付費負担金
　［3兆654億円］

　老人医療費に係る自己負担分について公的負担をす
るもの(対象者(75歳以上人口):1,090万人)
　
　事業主体：市町村
　補 助 率：国4／12、都道府県1／12、市町村1／12

　老人医療費の公的負担部分に対して、当
該年度に必要な国の予算額が確保されず、
不足分は翌年度に精算交付されるため、そ
の間、市町村が立て替えて負担せざるを得
ない状況

【翌年度精算交付額】
 ［H18］ 960億円

科
学
省

厚
生
労
働
省

※総務省自治財政局調整課調べ等により作成 ３－１



（単位：億円、％） （単位：億円、％）

年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

必要額(a） 314 347 365 389 409 444 必要額(a） 22,396 24,135 26,693 29,955 31,375

予算額(b) 186 216 222 232 242 246 予算額(b) 22,015 23,764 26,045 29,084 30,415
超過負担額

ａ-ｂ(ｃ) 128 131 143 157 167 197
翌年度精算交付額

a-ｂ(ｃ) 381 371 648 871 960
充足率
ｂ/a 59.2% 62.2% 60.7% 59.6% 59.2% 55.5%

当該年度交付率
ｂ/ａ 98.3% 98.5% 97.6% 97.1% 96.9%

特定疾患治療研究費補助金の超過負担額の推移 老人医療給付費負担金の翌年度精算交付額の推移

（注１）予算額は、補正後の最終予算額である

（注２）平成14年10月から、公費負担割合の段階的引き上げ（３割→５割）が実施されている
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地方消費者行政に係る財政措置等

地方の消費者行政を1､2年の間に飛躍的に充実させるためには､思い切った取組が必要であるとともに､

一元的窓口と新組織との関係

地方の消費生活センターを一元的な消費者相談窓口として位置付けて全国ネットワークを構築する必要
があるため、国による相当の財源確保と、国の直轄事業（PIO-NETの整備や研修等）の充実等を要請。

（消費者行政推進基本計画参考資料より） ４



認定こども園制度の一本化

認定こども園については 地域の実情に応じ 多様なニ ズに対応した施設の設置及び認定こども園については、地域の実情に応じ、多様なニーズに対応した施設の設置及び
運営が可能となるよう、「基本方針２００８」に掲げる補助金の一本化を行うよう要請。

地 方 公 共 団 体 に地 方 公 共 団 体 に
発 生 し て い る 問 題発 生 し て い る 問 題

文部科学省・厚生労働省の
重行政 り

○ 認定こども園

就学前の乳幼児を対象とした制度就学前の乳幼児を対象とした制度

幼・保制度のすき間に
生じている問題

幼稚園 保育所

総

＜補助制度＞＜法制度＞

二重行政により、

①事務手続が煩雑
②保育所機能 幼稚園機能部分は幼保連携型

幼稚園型 幼稚園

総
合
施
設
（
都
道

保育所機能

幼稚園・保育所 幼稚園と保育所の
補助の組み合わせ

幼稚園の補助制度

②保育所機能・幼稚園機能部分は
補助対象外

保育所
道
府
県
に
よ
る

幼稚園機能

幼稚園機能

＋
保育所機能

保育所の補助制度

（一般財源）

保育所型

地方裁量型

「こども交付金」の導入など

補助金の一本化
申入の
趣 旨

補助対象外

地域における子育て支援機能

る
認
定
）

保育所機能

＋

地方公共団体の地方公共団体の創意工夫創意工夫によるによる

地域の実情・多様なニーズに地域の実情・多様なニーズに地域の実情 多様なニ ズに地域の実情 多様なニ ズに
対応した対応した少子化対策の実施少子化対策の実施が可能が可能

５



大規模ダム・国営土地改良事業の事業費管理の徹底

直轄事業費の増加に伴い、地方の負担が増加するため、当初の工期・事業費を超えて事業が行

事 例
水需要予測の縮
小、地質調査結果

直轄事業費の増加に伴い、地方の負担が増加するため、当初の工期 事業費を超えて事業が行
われることがないよう、効率的な事業執行、コスト縮減の徹底を要請。

事業名

当 初

工期
事業費
（地方負担）

億円ダム建設

変 更 後
事業費増

（地方負担増）変更年度 工期
事業費
（地方負担）

億 １ ４倍

に伴う工事内容の
変更、用地交渉の
難航等により当初
より工期・工事費
が増大

平取、二風谷ダム（北海道） Ｈ１６
９２０億円

（３４４億円）

北海道雄武中央地区 Ｈ１０
１６７億円
（２０億円）

変
更

ダム建設
事業

国営かん
がい事業

Ｈ１８ Ｈ２８
１，３１３億円
（３６２億円）

１．４倍
（１．１倍）

Ｈ１６ Ｈ２４
３３９億円
（５５億円）

２．０倍
（２．８倍）

地方公共団体に発生している問題地方公共団体に発生している問題

予想していない負担の増加により計画的な財政運営が困難に

効率的な事業執行、コスト縮減等による事業費管理の徹底効率的な事業執行、コスト縮減等による事業費管理の徹底

６

効率的な事業執行、コスト縮減等による事業費管理の徹底効率的な事業執行、コスト縮減等による事業費管理の徹底
やむなく工期・事業費を変更する場合でも事前の情報開示の徹底やむなく工期・事業費を変更する場合でも事前の情報開示の徹底



「道路特定財源等に関する基本方針」に基づく道路特定財源の一般財源化に当たっては、地方の

道路特定財源の見直し

道路が改良率・舗装率とも国道に比べて遅れていることや、地方の道路整備等のための財源の多く
を一般財源や地方債により賄っていること等の実情を踏まえ、国庫補助金分や地方道路整備臨時交
付金分等を含め地方税財源の総額を十分に確保するとともに、地方の自由度を拡大するよう要請。

54 千km
９０.８％一般国道

総 延 長

都 道 府 県 市 町 村

道路の整備状況(平成１８年４月１日現在） 地方における道路関係経費の財源構成（平成１８年度決算）

54 千km
129 千km６６.７％

1,006 千km
５５.０％

改
良
率

都道府県道

市町村道

（単位：兆円）

（歳出） （財源内訳）

地方債

6.0 6.0
（歳出） （財源内訳）

4.6 4.6
率

改良済
９９.３％

公債費
2.1

地方債
1.7

維持補修等

公債費
1.3

地方債
0.9

4.6 4.6

54 千km

舗

６０.４％

９０.３％

129 千km９６.２％

一般国道

都道府県道

市町村道

一般財源
2.3

直轄事業
負担金 0.6

補助事業
1.2

維持補修等
経常経費 0.4

うち地方道路整備
臨時交付金 0.4

直轄事業負担金 0.2
補助事業

維持補修等
経常経費0.8 一般

財源
2.4

舗
装
率

１７.８％
1,006 千km

７５.９％

市町村道

地方道路
特定財源

1.2

1.2

単独事業
1.6

21%

臨時交付金 0.4

単独事業
1.6

地方道路
特定財源

1 0

うち地方道路整備
臨時交付金 0.3

0.7

21%

１．「道路統計年報2007」（国土交通省道路局）による。（棒グラフの太さは、道路の延長による。）

２．一般国道及び都道府県道の改良済延長は、改良済で車道幅員５.５ｍ以上のものの延長である。
３．「簡易舗装」とは、在来の砂利・砕石舗装を基礎として簡易な路盤を築造した上アスファルト乳剤
で舗装したもの（表面が約３ｃｍ程度）のものをいう（通常舗装は、アスファルトコンクリートで舗装
するもの。）。

舗装済（簡易舗装を除く。） 舗装済（簡易舗装を含む。） 国庫
支出金

0.7

1.6
40%

１．道路関係経費には、農道・林道・災害復旧等に係る経費を含む。

２．単独事業には地方道路交付金事業（地方道路整備臨時交付金）を含む。

国庫支出金
0.3

1.0
34%

３．数値は小数点第2位以下を四捨五入して計上しており合計と符合しない。 ７



海岸の漂着ゴミ処理に係る補助制度の改善

未対応部分については まずは各省の補助事業による対応が必要であり 各省に対し 実態に即

通常 管理 範疇を超える
国際的原因も含め発生源が複雑多岐である
とともに 全国的に早急な現状復旧が求めら

未対応部分については、まずは各省の補助事業による対応が必要であり、各省に対し、実態に即
した補助要件の緩和を要請。

通常の管理の範疇を超える
大量の漂流・漂着ゴミ

とともに、全国的に早急な現状復旧が求めら
れていることから、国として財政支援を始め責
任ある対応が必要。

海岸保全区域及び一般公共海岸区域における
日常的維持管理等の経費については、都道府
県 の普通交付税措置あり

※

海岸保全区域 海岸保全区域外
大

処理主体が不明確
県への普通交付税措置あり。

「災害等廃棄物処理事業費補助金」（環境省）
補助対象 ： 市町村

補助率 ： １／２

補助対象 海岸管理者（主に都道府県）
漂

「災害関連緊急大規模漂着
流木等処理対策事業」

（農水省、水産庁、国交省）

補助対象：海岸管理者（主に都道府県）
補助率 ： １／２着

量
適用条件：

未対応
適用条件：
・災害起因のゴミ：複数の保全施設海岸で

・災害起因のゴミ ： 漂着量にかかわらず適用可能
・災害に起因しないゴミ ： 漂着量が１５０m3超で適用可能

1,000m3超のとき適用可能
・災害に起因しないゴミ ： 適用対象外

保全施設海岸 施設のない海岸

延長9,601km 延長4,476km 延長20,879km
【総延長34,956km】

８




